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エアーニッポン株式会社所属ボーイング式７３７－７００型 
ＪＡ１６ＡＮの航空重大インシデントに係る勧告について 

 
 
本重大インシデントは、同機の飛行中、操縦室に機長を入室させるため、副

操縦士がドアロックセレクターを操作するつもりで誤ってラダートリムコント

ロールを操作したことにより、オートパイロットによる姿勢の維持が限界を超

えて機体が異常な姿勢となるとともに、その認知が遅れ、加えてその後の姿勢

回復操作の一部が不適切又は不十分であったため、更に異常な姿勢となり、浮

揚する力を失ったことなどから急降下に至り、「航空機の操縦に障害が発生し

た事態」に準ずる状態に陥ったものと推定される。 

 このうち、誤ってラダートリムコントロールを操作したことについては、副

操縦士が適切にタスク管理できなかったこと、誤操作の認知が遅れたことにつ

いては、副操縦士がオートパイロットによる操縦に依存し、飛行状態を監視する意

識が不十分であったことが関与した可能性が考えられる。これらに関しては、操

縦室に１名しかいない状況においての対応を具体的に規定していなかったこと

がその背景にあったと考えられる。 

 また、回復操作の一部が不適切又は不十分であったことについては、回復操

作中にスティックシェーカーが作動するという予期しなかった異常事態に副操

縦士が驚き混乱したことが関与した可能性が考えられる。驚き混乱したことに

は、高高度における失速警報等を伴った異常姿勢からの回復訓練、及び予期し

ないで発生する異常姿勢から回復する訓練を受けていなかったことが関与した

可能性が考えられる。 

 このため、当委員会は、本重大インシデントの調査結果を踏まえ、エアーニッポ

ン株式会社のボーイング式７３７型機の運航に係る業務を承継した貴社に対し

て、運輸安全委員会設置法第２７条第１項の規定に基づき、下記の措置を講じ

 



るよう勧告する。 

 なお、本勧告に基づく措置は、国際的動向を十分把握した上で実施すること。 

また、同条第２項の規定に基づき、講じた措置についての報告を求める。 
 

                                   記 

 

（１）運航乗務員が１名で運航を継続する場合の基本的遵守事項の徹底とその

教育 

エアーニッポン株式会社が発行した ＯＭ Information と「The Flight ANA 

Group」の当該再発防止策を、具体的かつ恒久的な基本的遵守事項として全運

航乗務員に徹底させ、継続的に教育していくこと。 

 

（２）高高度における失速警報等を伴った異常姿勢からの回復訓練の実施 

「異常姿勢からの回復訓練」を、フライトシミュレーターの再現性能の限界

を考慮した上で高高度で実施すること。これに必要であれば、回復過程がシミュ

レーターの再現性能の限界を超えたかどうかを判定できるシステムを導入す

ること。さらに、失速警報等が同時に作動するシナリオや、異常姿勢が訓練

生に予期されないで発現するシナリオを作成すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 


